


男女比 男女比（全社員） 男女比（全従業員）

スリーハイは、一人ひとりの活躍を
支える職場でありたい。

新たなチャレンジを応援！

パートナー企業を想うこと、地域を想うこと、

関わるすべての人たちを想うこと。そのため

には、まず自分たちが想い合う組織であるこ

と。一人ひとりが相手の立場で物事を考え、

自分の立場で力を発揮する。そうして、組織

として成長していく。スリーハイは、そんな職

場でありたいと考えています。

工場の一般的なイメージと異な
り、女性も多く活躍しています。
そのうち3人がリーダーを務め
ています。

社風
新しい業界への転職で不安もありましたが、先輩
方が声を掛けてサポートしてくださるので、安心し
て働けています。
また、社長や部長との距離も近く、判断も速いの
で、そのレスポンスの良さがスリーハイの働きやす
さにつながっていると感じます。

スリーハイでは、個性豊かなメンバーがそれぞれの強

みを活かして活躍しています。そんなメンバーの魅力を

より多くの方に知っていただくため、「総合的な探究の

時間」で関わった高校生のアイデアを形にし、社外報

「ぬくもり通信」の発行をスタートしました。事務メン

バーを中心に、「イラストを書いてみたい」と手を挙げ

てくれたものづくりメンバーが制作に携わっています。

全従業員数
スリーハイの従業員は、25年で約11倍に。
パート・アルバイト・嘱託・派遣の採用も
増え、多様な力がものづくりを支えています。

年齢構成（全社員1 9人）

スリーハイでは多くの若手が活躍。ものづくり
の未来を支える人材を育てています。

2000年

人4 人13 人44
2010年

社員：19人

人620代

人540代 人350代

人530代

パート・アルバイト・嘱託・派遣：25人

2025年

53％ 34％47％ 66％

※データはすべて2025年12月末時点。

「製品にも人と同じように個性があ
ります。スリーハイ全体の温かさを
イラストで伝えたいと思っています。
描いたものが採用されないこともあ
りますが、描くこと自体が好きなの
で、より良いものを届けられるよう
頑張ります」

「文章を書くのは初めてで毎回悩み
ますが、制作を通してスリーハイの
温かさや魅力を再認識しています。
メンバーの個性を伝えることで、お
客さまとの会話のきっかけになれば
と思っています。『読んだよ』『楽し
みにしてる』という声が励みです」

働く仲間を、どこまでも想う働く仲間を、どこまでも想う

「ぬくもり通信」キャラクター社外報「ぬくもり通信」

社外報写真 2
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スリーハイでは、従業員がスキルを高めることが、会社の成長の原動力になる
と考えています。ご依頼いただいた製品の相談から設計～製造～取り付けま
でを自社で一括して行える体制を整えるため、電気工事士資格の取得者を増
やすことを目標としています。2025年には、第二種電気工事士試験に新たに
1名が合格し、他1名も筆記試験に合格しました。また、管理職研修や部署向
け研修など全体研修に加え、希望者には「AI活用」や「生産性向上」をテー
マとしたオンライン研修も用意し、自己研鑽に励む社員を支援しています。

限られた時間の中で最大限のパフォーマ
ンスを発揮できるよう、AIを導入して単純
作業を効率化し、積極的にDXを推進して
います。その分、顧客対応や製品品質の
向上につながる業務にはしっかりと時間
を割くことで、メリハリのある時間管理を
全社で心掛けています。また、「原則全従
業員18時半退社」を定着させ、残業をし
ない風土づくりにも取り組んでいます。

効率化×メリハリで実現する働きやすい職場づくり
スリーハイでは、従業員が心身ともに健康に働ける職場づくりを目指し、健康に焦点を当てた支援をしています。
2025年は新たに以下の取り組みを実施し始めました。

公私ともに充実した日々を支える健康づくり

社員の成長を応援、
電気工事士資格者が新たに誕生！

日頃から会話の多い職場ですが、「頼み・頼まれやすい
関係づくり」が、緊急時の対応力の高さにつながると
考えています。そのため、みんなで一緒に健康体操や
体を動かすイベントを毎日行ったり、海外インターン生
が主催する英語クイズ大会を開催したりと、一日の中
でふっと気持ちを落ち着け、みんなが笑顔になれる時
間を必ず設けています。

楽しい時間が育む、
頼み・頼まれやすい職場づくり

DENDEN

2025年度は「ステークホルダーをどこまでも想 う」を、組織づくりの軸に据えています。働く一人ひとりが心身ともに

健やかに、安心して力を発揮できる環境をつく ることが、関わるすべてのステークホルダーに温かさを循環させること

につながると考えています。当社のバリューで ある「『温める』をつくること。」を、自組織から実践していきます。

これからの
組織づくり

暑い日の通勤時に体調を崩さないよう、熱中症
対策に利用できる手当の支給を開始しました。
備品の購入やバス代など、各自の必要に応じ
て利用できます。

熱中症対策手当の支給
毎週1回、出社している従業員にヤクルトの乳
酸菌飲料やヨーグルトを配布しています。乳酸
菌の力で、健康を意識するきっかけづくりにつ
なげています。

ヤクルト製品の提供

スリーハイでは、4つの側面から 組織づくりに取り組んでいます。

働く仲間を、どこまでも想う働く仲間を、どこまでも想う

取り組み心身の健康を守る

スキルアップを支援する取り組み

働きやすい環境をつくる 取り組み

コミュニケーションを円滑にする 取り組み

仕事に役立てたいという
想いから、通勤時間を活
用して資格取得に取り組
みました。電気の知識が
身についたことに加え、
資格手当もいただけて
モチベーション向上に
もつながっています。
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当社は2024年より、神奈川県とKISTECが共同で運営する「なるほど！
体験出前教室」の一環として、小中学生向け体験授業『マイナス196℃
の不思議な世界～温めることと冷やすこと～』を「冷やす」が得意の東
邦酸素工業株式会社様と連携し、横浜市内の学校で実施しています。
授業では、温めて溶かしたチョコレートをマシュマロにかけ、東邦酸素
工業様の冷却技術により瞬時に固まる様子を観察する実験や、液体窒
素を利用した“雨が降る”仕組みを学ぶ実験を行いました。子どもたち
は、熱や気体の性質を使った現象を間近で体験し、興味を持って参加
していました。
これらの活動は、学校で学ぶ理科の知識が実際の仕事で活用されてい
ることを伝える機会となっています。今後も、学校や地域との連携を継
続し、学びにつながる取り組みを進めていきます。

6月 横浜市立山田小学校
11月 横浜市立荏田南中学校

7月 神奈川県立磯子工業高校

横浜市立茅ケ崎中学校11月

「ものづくりの想い」 を未来へ、世界へ。　

ここ数年、オランダの大学生が当社の海外展開に
大きく貢献してくれています。2025年は新たに2
名を受け入れ、海外展示会の準備や販促活動、
海外のお客さまとのコミュニケーションまで幅広く
サポートしてくれました。彼らの活動は、社内外と
の交流を深める大きなきっかけにもなっています。

地域の小中学校やNPOと連携し、子どもたちに「ものづくり」の魅力を伝え続ける活動をしています。

「ものづくり」を未来へ　

スリーハイは、より広い地域の“熱のお困りごと”を解決することを目指し、海外展開を大きな柱として進めてきま
した。2025年は特に台湾において、食品・半導体業界向けの展示会出展や人脈づくりが実を結んだ一年でした。
台湾では国の施策として「CO2削減」が強く推進されており、断熱材を活用した効率的な保温方法にも関心を寄
せていただきました。また、Made in Japan の品質には高い信頼があり、一時的にコストが掛かったとしても、長
いライフサイクルで結果的にコスト削減や廃棄物削減につながる点が評価され、多くの企業さまに好意的に受け
止めていただきました。
当社が大切にしている“温かさ”の伝わる接客やサービスは、海外でも根付き始めています。展示会で興味を持っ
ていただいた企業さまには、日本と同様に一社ずつ訪問し、ニーズを丁寧に伺いながら対応。既存製品では課題
が完全には解決できない場合には、社内で試作を繰り返し、より最適な製品をお客さまとともに追求しています。
こうしたお客さまの声は、新たな製品開発にも大きく活かされています。同じ課題を抱える企業さまへ横展開しや
すいのも大きな強みです。いただいた声を反映した新製品を、次年の展示会でお披露目できるよう、開発にも一
層力を入れてまいります。

米国・台湾・タイ・ベトナム・中国・
韓国・オーストラリア・ドイツ・
フランス・スウェーデン・インド・
インドネシア・カンボジア・マレー
シア・フィリピン・サウジアラビア・
メキシコ 等

日本の「ものづくり」を世界へ

こどもまち探検 職業体験

職業講話 課題解決型プログラム

今年もオランダからのインターン生が大活躍！

温める×冷やすのコラボ実験教室を実施

2025年の主な活動

輸出国

スリーハイの製品は、大半がオーダーメイド。1つから丁 寧に手づくりしています。その「ものづくり」には、物を想

い、人を想う、ぬくもりが宿っています。どんなにテクノロ ジーが発達する未来でも、その大切さはきっと変わらな

い。スリーハイは「ものづくり」を担う会社として、それを 未来に、世界に伝え、残していきたいと考えています。

未来を、地球を、どこまでも想う未来を、地球を、どこまでも想う

11月 横浜市立高田中学校 10月 横浜市立東山田中学校
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目標達成に向けた取り組み

地球環境の未来を 守り続けるために。　
いまや気候変動への対応は、すべての企業が取り組むべ き課題。それは小さな工場でも例外ではありません。地球

の資源を使い、ものづくりをする私たちが、地球環境の 未来のためにできることを考え、実践していきます。

スリーハイは、企業活動に伴い排出される温室効果ガス（主にCO2）を、長期的に実質ゼロ（カーボンニュート

ラル）へと近づけることを目標に、脱炭素経営に取り組んでいます。

2025年には、横浜市が掲げる「脱炭素化の早期実現」に向けた中小企業支援の一環として、横浜企業経営支
援財団（IDEC）より派遣された脱炭素経営アドバイザーによる支援を受けました。
本支援を通じて、温室効果ガス排出量の見える化に取り組むとともに、その結果に基づいた削減計画を策定しました。

2025年より、スリーハイは事業活動に伴う温室効果ガス排出量について、Scope1・Scope2・Scope3の算出を新た

に開始しました。

初年度は把握可能な範囲から算出を行っており、算出範囲は限定的ですが、今後はデータの精度向上とともに、

段階的に算出範囲の拡大を検討していきます。

ガソリン車からハイブリッド車に替えた
場合の、CO2排出量削減計画（見込み）

CO2排出量削減目標の達成に向け、現在実施している取り組みおよび今後予定している取り組みは以下の通りです。

1.すでに実施している取り組み

自社活動における排出削減 社用車によるCO2排出量の推移
（見込み）

（t-CO2）

37期 38期 39期

サプライチェーンにおける排出削減
カーボンニュートラルは、当社単独では達成し得ない目

標です。サプライチェーン全体の皆さまとの協働が不可

欠であり、以下の取り組みをともに推進します。

2.今後の実施予定の具体的なCO2排出量削減施策

●  トップによるコミットメント表明
●  電力契約の再生可能エネルギーへの切り替え

● 環境負荷の低い部材・調達先を優先する調達方針の検討
● 取引先との対話を通じた情報収集
● 算定手法の高度化に向けた検討

●  半数の社用車のハイブリッド車への切り替え
●  社内照明の蛍光灯からLEDへの切り替え

再生可能エネルギー（太陽光
発電）由来の電力を使用

※Scope3の算定対象および算定方法について
 Scope3は、原材料の調達や物流など、当社の事業に関わるサプライチェーン全体での排出量を対象としています。当社の温室効果ガス排出量のうち、Scope3排出量の大半は、
製品の部材・原材料等の購入に由来するカテゴリ1（購入した製品・サービス）に該当します。

 当該排出については、サプライチェーン上流に起因するものであり、現時点では取引先ごとの一次データの入手が困難であることから、国際的に認められた算定手法に基づき、
金額ベースでの算定を採用しています。

 本算定では、当社調達金額の約95%を占める主要な仕入先35社を対象とすることで、カテゴリ1排出量の大部分を網羅した把握を行っています。

※2台のガソリン車を年1台ずつ変更した場合、ガソリ
ン使用が30％削減したことを想定

年間CO2排出量 前年からの削減
見込み量

カーボンニュートラル実現に向けた取り組み

2025 年の取り組み

温室効果ガス排出量実績  （36期：2024年10月～2025年9月）

2 . 9 7ｔ- C O 2 1593.75ｔ- CO20ｔ-CO 2
2025年は、Scope1・2について、STEP02「取り
組みを具体化する」まで実施し、現在は
STEP03「取り組みを実施する」段階へと移行
しています。自社で対応可能な範囲から計画の
整理や取り組みの実行を進めているものの、現
時点では社外に公開可能な削減目標の特定に
は至っておらず、検討・検証の段階にあります。
一方、Scope3については、STEP01「潮流を
知る」およびS T EP02「C O2排出量を把握す
る」について、可能な範囲で段階的に取り組
んでいる状況です。削減ターゲットや方針の
確定には至っていませんが、パートナー企業
との連携を前提に、情報収集や算定範囲を限
定したCO2排出量の把握を進めています。

ガソリン・ガス燃料の使用に
よる排出量

実質排出量

カテゴリ1（購入した製品・サー
ビス）による排出量

間接排出（Scope2）直接排出（Scope1） その他間接排出（Scope3）

未来を、地球を、どこまでも想う未来を、地球を、どこまでも想う

潮流を
知る

方針を
決める

横浜企業経営支援財団（IDEC）
の脱炭素経営アドバイザー支
援を活用し、現状把握と課題
整理から着手。自社の実情に
合わせて検討を重ね「脱炭素
経営計画書」を作成。Scope3
は対象カテゴリーや算出方法の
検討から開始しました。

C O 2排出量の可視化・管理プ
ラットフォームを導入し、
S cope1・2およびS cope3(カ
テゴリ1 )のC O 2排出量を算
出。S c o p e 1・2においては、
「脱炭素経営計画書」に基づ
き、実行可能な施策を検討し
ました。

CO2排出量
を把握する

取り組みを
具体化する

今後、計画に基づいた取り組
みを順次実行していきます。小
さな取り組みであっても継続す
ることを大切にし、その内容や
成果をアニュアルレポートや
ホームページを通じて、等身大
で発信していく予定です。

取り組みを
実施する

取り組みを
発信する

STEP

01

● 全営業車をハイブリッド車へ
 切り替え

0

1

2

2.9
2.1

-0.83

-0.87

1.23

3

知る

測る

減らす

潮流を知る 方針を決める

出典：横浜市 脱炭素ガイドライン（実践編） P.6 加筆

脱炭素社会実現に向けた
動きをとらえる

経営者の宣言
従業員を巻き込みながらできることを考える

STEP

01

CO2排出量を把握する 取り組みを具体化する

エネルギー使用量や事業活動などから
排出量を算出し、可視化する

削減ターゲットの設定、
削減目標を具体化する

STEP

02

取り組みを実施する 取り組みを発信する

計画に沿って実施、
PDCAサイクルを回す

取組の社内外発信も
重要

STEP

03

脱炭素経営に向けたステップ

STEP

02
STEP

03
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現状（2025年） コメント指標・目標取り組み

地
球
環
境

これまでのSDGs達成貢献の取り組み

に加え、2025年は新たにマテリアリ
ティ（重要課題）を特定しました。
社会における責任を果たし、より良い

未来に向けてともに歩む姿勢は、中小

企業にも強く求められ始めています。

「スリーハイは社会でどんな役割を担

い、どんな価値を生み出していくの

か」「どのような課題に、どう行動をし

ていくのか」。

今回、株式会社浜銀総合研究所のご

支援をいただき、自分たちの考えだけ

でなく、幅広いステークホルダーの声も

聞き、それらの問いと向き合いました。

製品・サービスの
安全性向上

従業員の
健康と安全の
確保

地域貢献活動の
実施・参加

マテリアリティ特定の様子

マテリアリティ／S D G sへの取り組み

特定までのプロセス

ステークホルダーの声を聞き、自分たちの「重要課題」を特定しました

6つの重要課題スリーハイが向き合う
マテリアリティ

マテリアリティ

現状分析 候補抽出 重要度　　評価 マップ作成 取り組みと目標設定

現状（2025年） コメント

健康経営優良
法人などの外
部認定の継続
を目指す。

健康経営
優良法人2025
（中小規模法人

部門）
「ブライト500」
認定取得

従業員一人ひと
りの健康と働き
やすさを守りな
がら、会社全体
の「健康経営」
を推進する。

パ
ー
ト
ナ
ー
企
業

従
業
員

製品に含まれる
有害物質を定期
的に点検し、

RoHS2／REACH
規制をはじめとす
る環境規制への
対応を徹底する。

安全性に対し
て、顧客と社会か
ら信頼され続け
ることを目指す。

「化学物質管
理責任者」を配
置し、調査依頼
に対応できる体
制を整備。

顧客からの依頼
が複雑化してき
ている。仕入れ
先との連携強化
も図りたい。

今回算出した情
報は、今後ウェ
ブにも公開予
定。また、目標
設定や取り組み
の具体化を進め

たい。

GHGプロトコルに
基づくScope1,2,3
のCO2排出量を算
出・公開し、継続的
な削減に努める。

CO2排出量の実質
ゼロ（カーボン
ニュートラル）を目

指す。

Scope1,2,3の
年間CO2排出量
を算出。

有害物質
削減

温室効果ガス
削減

自社の視点に加え、ステークホルダーの声を聞くアンケート調査を実施

アンケート回答数 計157件

・顧客・取引先
・地域・行政・金融機関等
・従業員
・株主・投資家

48 件
84 件
23 件

2 件

自社の視点とステークホルダーの声をもとにマップを作成。双方にとって重要度が
高い課題を「マテリアリティ」としました。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に

と
っ
て
の
重
要
度

自社にとっての重要度

ここからマテリアリティ
を抽出

顧客満足度
向上

指標・目標取り組み

定期的に顧客満
足度調査を実施
し、結果を戦略
やサービス、製
品などの改善に
活かしていく。

顧客満足度平
均スコア4.0以
上の継続を目
指す。

今後さらにサン
プル数を増や
し、より多くの
声を拾いたい。

認定と同時
に、実質的な
職場への取り
組みの浸透を
図りたい。

顧客満足度
平均4.57
（37件）

地域や産業界に
必要とされる企
業であり続ける
ことを目指す。

地域や産業界
との協働活動を

実施。

地域や産業界と
の活動（セミナー、
協働イベﾝト、共
同研究など）を
年５回以上実施
し、共創関係を
築いていく。

取り組みの大
きさだけでな
く、小さくても
継続して関係
性を耕す取り
組みを大切に
したい。

今後も低水準を
維持していくた
めに、社内の密
なコミュニケー
ションを大切に
したい。

製作ミスに起因
する（シリコーン
ゴムの）廃棄物を
削減するため、不
良率の継続的な
削減に努める。

経営の 　推   進
サステ ナブル

地
域

アンケートをもとに決定

P.13-
P.16

パ
ー
ト
ナ
ー
企
業

P.13-
P.16

P.25-
P.28

地
球
環
境

P.25-
P.28

P.21-
P.24

P.17-
P.20

詳細 P.35詳細 P.14

詳細 P.37

詳細 P.27-P.28詳細 P.19-P.20

不良率
0.11%

(36期：2024年10月

～2025年9月）

不良率を低水
準に抑えること
を目指す。
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価値創造プロセス

組 織

外部 環境

顧客との
信頼関係の強化

仕入先との
パートナーシップの

強化

従業員一人ひとり
の成長促進

地域コミュニティ
との連携強化

「予測困難な時代」を生き抜 く、柔軟でしなやかな組織

世界
  「温めたい」に

中の
応えていく。

ものを想う。
ひとを想う。

経営理念（ミッション） ビジ ョン

「温める」を
つくること。

バリュー

社会へのアウトカム

産業用
ヒーターの
製造・販売

ヒーターに
限らない
解決策の
開発・提供

お客さまの
あらゆる

「熱の困りごと」
への提案

製造・販売拠点の拡大
（海外販路の対応強化）

製造資本

（技術流出、 産業空洞化）

・仕入れのリスク（価格高騰、材料不足）

・人材のリスク（中小企業の人手不足）

・市場のリスク（国内市場の縮小、飽和）

・顧客満足度向上
・従業員の健康と安全の確保
・地域貢献活動の実施・参加
・製品・サービスの安全性向上
・有害物質削減
・温室効果ガス削減

日本の
くり力”

“ものづ
の低下 情報公開・透明性が

重視される社会
予測困難で変化の
　激しい時代

リスク

・グローバルニ
・二次加工から
・情報発信の
・DX 化、発信
　人材確保

ッチトップ企業 
の脱却
強化
強化を支える

戦　　略 マテリアリティ

ステークホルダーのアウトカム

循 環

環境負荷の低い
ヒーターの開発や
使用提案

次世代への
ものづくりの
継承

付加価値の高い
“ものづくり”を
担う人材育成

日本の
“ものづくり力”
の再興

（高付加価値化）

電気、資材
（C O 2排出量1597ｔ）

自然資本

すべての関係者との協力関係
（ステークホルダー経営の実践）

社会・関係資本

「温める」をつくり続ける従業員
（44人）

人的資本

あらゆる「熱の困りごと」
への提案・解決ノウハウ
（販売先数603社）

知的資本

財務基盤の安定化
（実質無借金経営）

財務資本

準工業地域の
新たな

モデル構築

アウトプット事業活動

参考ガイドライン：「国際統合報告＜IR＞フレームワーク」を参考にしています。

インプット
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財務情報（貸借対照表）

前期は、情勢の変化を見据えた適切な価格調整に加え、現場で積み重ねてきた段取りや作業手順の見直しや高付

加価値の提供が評価され、お客さまからの支持につながったことで、過去最高の売上を更新し、利益率も向上した

一年となりました。

原材料費や人件費、固定費の上昇が続くなかで、こうした取り組みが財務の安定を支えています。

そして、部署横断の改善活動、コスト意識の浸透、EC市場の拡大、WEBの強化、DXによる業務効率化、「DEN」の

ショールーム機能など、社員の創意工夫が会社全体の力へと確実につながりました。

また、毎月の試算表を共有するなかで、数字をもとに判断する文化が着実に育ち、社員一人ひとりの意識が年々高

まっていることも、大きな財務改善の要因となりました。財務の改善は、人の成長の積み重ねが確かに力になってい

ると感じています。

さらに、価値創造プロセス（P.31）で示した考え方を土台に、海外展開への投資、人材育成の強化、自社プロダクト

開発、デジタル投資といった重点領域にも力を入れ、未来に向けた成長の土台を育てていきます。

これからも温かさと誠実さを大切にしながら、堅実な財務運営と未来への投資を恐れない挑戦を両輪に、持続可能

な成長を目指してまいります。

株式会社スリーハイ 代表取締役 男澤 誠

健全性を維持しつつ、将来への投資も進展

これまでの積み重ねが支える、財務の安定

有識者コメント

2025年9月末の貸借対照表から読み取れる当社の財務状態は、「極めて高い健全性を維持しつつ、徐々に厚くなって

きた手元資金を将来の成長基盤とリスク耐性へ戦略的に再配置しているフェーズ」ということができるでしょう。

その実現の基礎となっているのは、本業の好調です。上記の男澤代表取締役のコメントにある通り、社員の皆さんの

努力や工夫により、売上が伸びただけではなく、利益率も向上した一年となったため、資本の部の「利益剰余金」は1

年前に比べて増加しました。その結果、自己資本比率は昨年度末の40.6％から41.8％へと一段と改善しました。

「現金及び預金」残高は昨年度より若干減少しましたが、引き続き2億円を超えています。負債の部の合計額とほぼ

同じ水準となっており、財務の安全性は極めて高いと言えます。

大切なポイントは、財務の健全性を維持するだけではなく、生産設備（「機械装置」）への投資や、将来の備え（「積

立保険金」）も積極的に行ったということです。今後は、投資した資産が期待通りの利益を生み出していけるか、しっ

かりとモニタリングしていく必要があります。

当期は、このように自己資本の厚みと投資の勢いが両立した、理想的な一年となりました。来期は新オフィスへの投

資が進展します。引き続き、財務の健全性と将来への投資を両立できるか注視していきたいと思います。

【流動資産】

　　　現金及び預金

　　　受取手形

　　　売掛金

　　　貸倒引当金

　　　材料

　　　仕掛品

　　　前払金

【固定資産】

　有形固定資産

　　　建物

　　　建物附属設備

　　　機械装置

　　　工具器具備品

　無形固定資産

　　　電話加入権

　　　ソフトウェア

投資その他の資産

　　　投資有価証券

　　　出資金

　　　長期前払費用

　　　敷金

　　　差入保証金

　　　前払保険料

　　　積立保険金

資産の部 合計

325,764,437

233,790,327

11,468,193

49,608,282

△ 481,572

30,192,861

397,972

788,374

80,924,871

16,963,978

1,043,503

2,057,003

13,294,582

568,890

5,388,184

74,984

5,313,200

58,572,709

15,000,000

2,020,000

2,524,892

1,290,000

39,700

2,867,310

34,830,807

406,689,308

【流動負債】

　　　買掛金

　　　短期借入金

　　　未払金

　　　未払費用

　　　預り金

　　　未払消費税等

　　　未払法人税等

【固定負債】

　　　長期借入金

　　　長期未払金

負債の部 合計

【株主資本】

　　　資本金

　利益剰余金

　　　利益準備金

　　その他利益剰余金

　　　繰越利益剰余金

純資産の部 合計

負債・純資産の部 合計

90,723,050

14,942,365

50,000,000

644,882

14,047,703

564,600

5,495,200

5,028,300

145,932,000

133,260,000

12,672,000

236,655,050

170,034,258

30,000,000

140,034,258

4,780,000

135,254,258

135,254,258

170,034,258

406,689,308

科　目

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

金　額 科　目 金　額

2025年9月30日現在

円 円

科　目 金　額

円

＜純資産の部＞

PROFILE

依田真美
相模女子大学大学院 社会起業研究科特任教授
横浜フィナンシャルグループ 社外取締役
外資系金融機関で日本の産業・企業分析を担当後、スタンダード＆プアーズにて事業会社・公的部
門格付部部長、証券化本部長などを歴任。その後、地域活性化に携わるため北海道大学大学院
に進学。日本証券アナリスト協会認定アナリスト。MITスローン経営大学院修了、修士（経営学）。
北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院修了、博士（観光学）。
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商号 株式会社スリーハイ

創業 1987年3月21日

設立 1990年5月24日

資本金 3000万円

代表取締役 男澤 誠

事業内容 産業用・工業用ヒーター、温度コントローラ、温度センサーの製造・販売及び

 それらのアフターメンテナンス

取引銀行 三井住友銀行 溝ノ口支店 りそな銀行 横浜支店 横浜銀行 たまプラーザ支店

 きらぼし銀行 中山支店 横浜信用金庫 高田支店 川崎信用金庫 有馬支店

所在地 本　　　社 ：〒224-0023 神奈川県横浜市都筑区東山田 4-42-16

 　　     TEL：045-590-5561　FA X：045-590-5571

 札幌営業所 ：〒060-0004 北海道札幌市中央区北4条西4-1-7

    TEL：011-804-8644　FA X：011-351-2678　

従業員数 44人（2025年12月末時点）

デジタル化を推進し、業務効率を高め

ることで、お客さまのご要望に丁寧に

向き合える時間を確保しました。これ

により、顧客満足の最大化を目指す

新体制へ移行しています。さらに、各

部門の専門性が生きる役割設計とガ

バナンス機能の強化により、持続的に

前進する組織を目指します。

会社概要

組織体制

ISO管理責任者

沿革

開発年表1987年 創業者（先代）が個人事業主として川崎市で創業
 ヒーターの製造販売を開始

1990年 神奈川県川崎市に本社を設立
1997年 ・ペール缶、一斗缶ヒーター「K-11」を発表
 ・ドラム缶ヒーター「K-21」を発表
 ・ドラム缶ヒーター「K-22」を発表
 ・4.6リットル缶ヒーター「K-31」を発表
 ・デジタル温度コントローラ「THC-15」を発表

2003年 ・ボンベヒーターを発表
 ・ペール缶、一斗缶ヒーター「K-11W」を発表
 ・ドラム缶ヒーター「K-21W」を発表
 ・ドラム缶ヒーター「K-22W」を発表
 ・ミニ缶ヒーター「K-31W」を発表

2002年 ・リボンヒーター（テープヒーター）を発表
 ・シリコーンコードヒーターを発表
 ・シリコーンベルトヒーターを発表

2004年 本社を現在地（横浜市都筑区東山田）に移転

2005年 ISO14001取得

2007年 ISO9001取得

2013年 ・温度コントローラ
  「monoOne+（モノワンプラス）」を発表
 ・温度コントローラ「monoOne-80」を発表

2017年 ・一斗缶 ・ ペール缶用底面ヒーター
  「GOEMON-100」を発表

2020年 ・温度コントローラ「monoOne+B」
   「monoOne+W」を発表
 ・「WANIヒーター」を発表
 ・「ヌカ玉バスター」を発表

2014年 ・「かながわ中小企業モデル工場」に認定
 ・「第8回かながわ子ども・子育て支援
   大賞 特別賞」を受賞

2021年 ・横浜市SDGs認証制度「Y-SDGs

   （上位区分Superior）」に認定
 ・自社ECサイト オープン

2022年 ・資本金を2000万円に増資
 ・「神奈川がんばる企業エース2022」に認定
 ・サステナビリティレポート発刊
 ・「健康経営優良法人2022

   （中小規模法人部門）」に認定

2023年 ・資本金を3000万円に増資
 ・「健康経営優良法人2023

   （中小規模法人部門）」に認定
 ・「横浜健康経営認証2023（クラスA A）」に認定
 ・「OMOU」発刊

2009年 代表取締役に男澤誠が就任

2010年 「横浜型地域貢献企業」に認定 

2010年 ・温度コントローラ「monoOne-100/100T」を発表2017年 ・第二工場 「カフェ&ファクトリー DEN」を新設
 ・「かながわ中小企業モデル工場」に認定
 ・「神奈川がんばる企業エース2017」に認定
 ・「横浜型地域貢献企業 プレミアム企業」に認定

2018年 第三工場を新設

2020年 ・「第3回地域産業おこし大賞 奨励賞」を受賞
 ・内閣府特命担当大臣表彰「子供と家族・
   若者応援団表彰（子供・若者育成支援部門）」を
   受賞
 ・「かながわSDGsパートナー」に認定

2012年 ・セメンティングスポットヒーター
   「MASANORI」を発表
  ・PSE対応型ドラム缶ヒーター
   「K-21W-PSE」を発表
 ・PSE対応型ペール缶、一斗缶ヒーター
   「K-11W-PSE」を発表
  ・温度コントローラ「monoOne-120/120T」を発表

2011年 ・「神奈川県優良工場表彰」を受賞
 ・「横浜知財みらい企業」に認定

2011年 ・温度コントローラ「monoOne-200」を発表

2024年 ・北海道札幌市に札幌営業所を設立
 ・「日本でいちばん大切にしたい会社大賞
   審査委員会 特別賞」を受賞
 ・横浜市「脱炭素取組宣言」に登録
 ・「健康経営優良法人2024

   （中小規模法人部門）」に認定

2025年 ・「健康経営優良法人2025（中小規模法人部門）
    ブライト500」に認定
 ・「横浜健康経営認証2025（クラスA A A）」に認定
 ・「スポーツエールカンパニー2025」に認定

2024年 ・IBCコンテナ用ヒーターを発表
 ・一斗缶 ・ ペール缶用底面ヒーター
  「GOEMON-460」を発表

2025年 ・温度コントローラ
   「monoOne+Ao（モノワンプラスアオ）」を発表

会社情報

化学物質管理責任者

内部監査員WEB・DX担当

経営推進室 ソリューション営業部 ものづくり部 コーポレート部

株主総会

社長
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第三者コメント

認証・認定

本賞は、従業員の健康保持・増進を経営の柱として実践し、その成果を生産性や企業価値の向上

につなげている企業を顕彰する制度です。特に「ブライト500」は、先進性・継続性・波及効果に優

れた上位500社のみに授与されます。

スリーハイは、原則として全従業員の18時30分退社の徹底、毎日全員でのフィットネス実施、定期

的なストレスチェックや健康課題の意識調査、さらにその結果に基づく運動習慣の定着に向けた

取り組みが評価されました。なお、横浜市に本社を置く製造業としては唯一の受賞となります。

健康経営優良法人 2025（中小規模法人部門）～ブライト 500～2025年に認定

2025年に認定 横浜健康経営認証 2025（クラス A A A）
本認証は、横浜市が従業員の健康保持・増進を組織的に推進している事業所を評価・認証する制度

です。生活習慣の改善、職場の健康づくり環境の整備、体制の構築と継続運用などを総合的に審

査し、達成度に応じて区分を付与します。スリーハイは、取り組みの先進性・実効性・継続性が高く、

横浜市の基準を高水準で満たした事業所として、最上位の「クラスA A A」の認証を取得しました。

2025年に認定 スポーツエールカンパニー 2025
本認証は、スポーツ庁が従業員の健康増進のためにスポーツ活動の支援や促進に向けた積極的な

取り組みを実施している団体を認定する制度です。スリーハイでは、従業員の健康増進のために、

昼礼時間を使った体操やストレッチを定期的に行っています。

スリーハイでは、事業の中長期的な継続を目指し、想
定されるリスクへの対策を立て、損益の回避または低
減を図る取り組みを行っています。

リスクマネジメント

主な取り組み

セカンドサプライヤ―の選定

BCPマニュアルの作成・啓発

事業継続検討委員会の設置

緊急時対応マニュアルを全従業員に配布

緊急避難訓練の実施（年 2回）

救急車到着前の初動対応研修

AEDの導入と実践研修

情報セキュリティ研修の実施

業務担当者向け法令勉強会の徹底
 （取適法、労働基準法、環境法規制 等）

緊急避難訓練の実施 AEDの導入と実践研修
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2021年のサステナビリティレポートの発行から数えて5冊目となる

「OMOU2025」を拝読しました。本レポートは、これまでの活動で蓄積

された知見が存分に活かされており、サステナビリティ・コミュニケー

ションの観点からも成熟度の高い内容に仕上がっていると感じます。

スリーハイがこれまで着実に積み重ねてきた取り組みと、その誠実な

企業姿勢に対し、深い敬意を表します。

・ステークホルダーの声を反映し、新たにマテリアリティ（重要課題）を整理されたことが挙げられます。これにより、ス

リーハイが社会の中で果たすべき役割と優先課題がより明確になり、企業としての方向性がより高い解像度で示され

ています。

・国際基準であるGHGプロトコルに基づき、温室効果ガス排出量の把握と具体的な取り組みを明文化された点は、脱

炭素経営に対する強い意思表明として受け止められるものです。今後は、算定結果を踏まえたPDCAサイクルの実装

による実効性の向上が期待されます。

・過去最高売上の更新と利益率の向上は、事業・組織・人材への継続的な投資が、従業員満足度（ES）および顧客満足

度（CS）の向上を通じて利益成長につながる「サービスプロフィットチェーン※」の好循環を体現した成果と読み取る

ことができます。（※J. L.ヘスケット、T.O.ジョーンズ他、1994年）

企業価値の向上を目指す「中期経営計画」と、その活動成果を報告する「アニュアルレポート」は、本来対（つい）をな

すべき情報です。その観点から見ると、現状では戦略に関する説明にやや補強の余地があるように感じられました。例

えば、顧客層や製品・サービスにおけるセグメント別の戦略、あるいは資源配分の最適化を示す事業ポートフォリオな

どが具体的に示されれば、ステークホルダーにとって成長ストーリーの説得力は一層高まるものと考えます。

地域課題の解決を通じて社会的インパクトを創出しながら、収益性も確保する「ローカル・ゼブラ企業」として、スリー

ハイがさらに成長発展していくことを期待しております。

［今回の取り組みで高く評価できる点］

［今後のさらなる成長発展に向けた推奨点］

本レポートは、スリーハイの事業活動について、従業

員を大事にし、消費者を大事にし、取引先を大事に

し、社会を大事にしていることを、そのまま等身大で

表しているものとなっている。貌の見える会社となっ

ていることがわかる。

自社の価値創造のプロセスの可視化を充実させるた

め2025年度からマテリアリティの特定に取り組んで

いる。特定された6つのマテリアリティは、スリーハイの企業価値と関係が深いものとなっており、価値創造に積極的

に地に足のついた経営を志向していることがわかる。価値創造プロセスについては、昨年度よりも、スリーハイの経営

理念が組織に浸透していることがステークホルダーに伝わってくるレポートとなっている。

脱炭素においては長期的にカーボンニュートラルを目指しており、Scope3の測定に取り組んでいることは評価できる。今

後は、シナリオ分析をする等、経営と結びついた視点が必要となると考えられる。

さらに、スリーハイのバリューである「温める」が共通言語として社内で共有化され、それが取引先等の社外のステー

クホルダーにも浸透していく過程が表されている。本社単体ではなく、ホールディングカンパニーとして、このバリュー

の共有をどのように維持していくのかが今後の課題といえる。

スリーハイの経営と事業活動がありのまま開示されているものであり誠実なレポートである。この誠実さがスリーハイ

の強みといえる。
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継続 横浜市「脱炭素取組宣言」登録 継続 横浜市SDGs認証制度
「Y-SDGs（上位 Superior）」

継続 横浜型地域貢献企業（最上位認定） 継続 かながわSDGsパートナー

継続 かながわ治療と仕事の両立推進企業

継続 横浜知財みらい企業

継続 かながわ中小企業モデル工場
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